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○土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行規則（平成十三

年三月三十日国土交通省令第七十一号）

改正:平成二九年六月一四日国土交通省令第三六号

（基礎調査の結果の通知及び公表の方法）

第一条 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（以下「法」

という。）第四条第二項の規定による通知は、基礎調査の終了後、遅滞なく、基礎調査

の結果及びその概要を記載した書面を送付して行わなければならない。

２ 法第四条第二項の規定による公表は、急傾斜地の崩壊等が発生した場合には住民等の

生命又は身体に危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域及び急傾斜地の崩壊

等が発生した場合には建築物に損壊が生じ住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずる

おそれがあると認められる土地の区域を平面図に明示して、都道府県の公報への掲載、

インターネットの利用その他の適切な方法により行うものとする。

（損失の補償の裁決申請書の様式）

第二条 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行令（以下

「令」という。）第一条の規定による裁決申請書の様式は、別記様式第一とし、正本一

部及び写し一部を提出するものとする。

（土砂災害警戒区域の指定の公示の方法）

第三条 法第七条第四項（同条第六項において準用する場合を含む。）の規定による土砂

災害警戒区域の指定（同条第六項において準用する場合にあっては、指定の解除。以下

この条において同じ。）の公示は、当該指定をする旨並びに当該土砂災害警戒区域及び

当該土砂災害警戒区域における土砂災害の発生原因となる自然現象の種類を明示して、

都道府県の公報に掲載して行うものとする。この場合において、当該土砂災害警戒区域

の明示については、次のいずれかによることとする。

一 市町村（特別区を含む。以下同じ。）、大字、字、小字及び地番

二 一定の地物、施設、工作物又はこれらからの距離及び方向

三 平面図

（都道府県知事の行う土砂災害警戒区域の指定の公示に係る図書の送付）

第四条 法第七条第五項（同条第六項において準用する場合を含む。）の規定による送付

は、土砂災害警戒区域位置図及び土砂災害警戒区域区域図により行わなければならない。

２ 前項の土砂災害警戒区域位置図は、縮尺五万分の一以上とし、土砂災害警戒区域の位

置を表示した地形図でなければならない。

３ 第一項の土砂災害警戒区域区域図は、縮尺二千五百分の一以上とし、当該土砂災害警

戒区域及び当該土砂災害警戒区域における土砂災害の発生原因となる自然現象の種類を

表示したものでなければならない。

（土砂災害に関する情報の伝達方法等を住民に周知させるための必要な措置）
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第五条 法第八条第三項の住民に周知させるための必要な措置は、次に掲げるものとする。

一 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域並びにこれらの区域における土砂災害

の発生原因となる自然現象の種類を表示した図面に法第八条第三項に規定する事項を

記載したもの（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録を含む。）を、印刷物の配布その他の適切な方法により、

各世帯に提供すること。

二 前号の図面に表示した事項及び記載した事項に係る情報を、インターネットの利用

その他の適切な方法により、住民がその提供を受けることができる状態に置くこと。

（要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画に定めるべき事項）

第五条の二 法第八条の二第一項の急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合におけ

る要配慮者利用施設（法第八条第一項第四号に規定する要配慮者利用施設をいう。以下

同じ。）を利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その他

の措置に関する計画においては、次に掲げる事項を定めなければならない。

一 要配慮者利用施設における急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における

防災体制に関する事項

二 急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における要配慮者利用施設を利用し

ている者の避難の誘導に関する事項

三 要配慮者利用施設における急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における

避難の確保を図るための施設の整備に関する事項

四 要配慮者利用施設における急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合を想定し

た防災教育及び訓練の実施に関する事項

五 前各号に掲げるもののほか、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合におけ

る要配慮者利用施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要

な措置に関する事項

（土砂災害特別警戒区域の指定の公示の方法）

第六条 法第九条第四項（同条第九項において準用する場合を含む。）の規定による土砂

災害特別警戒区域の指定（同条第九項において準用する場合にあっては、指定の解除。

以下この条において同じ。）の公示は、当該指定をする旨並びに当該土砂災害特別警戒

区域、当該土砂災害特別警戒区域における土砂災害の発生原因となる自然現象の種類及

び令第四条に規定する衝撃に関する事項を明示して、都道府県の公報に掲載して行うも

のとする。この場合において、当該土砂災害特別警戒区域の明示については、次のいず

れかによることとする。

一 市町村、大字、字、小字及び地番

二 一定の地物、施設、工作物又はこれらからの距離及び方向

三 平面図

（都道府県知事の行う土砂災害特別警戒区域の指定の公示に係る図書の送付）

第七条 法第九条第五項（同条第九項において準用する場合を含む。）の規定による送付

は、土砂災害特別警戒区域位置図及び土砂災害特別警戒区域区域図により行わなければ
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ならない。

２ 前項の土砂災害特別警戒区域位置図は、縮尺五万分の一以上とし、土砂災害特別警戒

区域の位置を表示した地形図でなければならない。

３ 第一項の土砂災害特別警戒区域区域図は、縮尺二千五百分の一以上とし、当該土砂災

害特別警戒区域、当該土砂災害特別警戒区域における土砂災害の発生原因となる自然現

象の種類及び令第四条に規定する衝撃に関する事項を表示したものでなければならな

い。

（特定開発行為の許可の申請）

第八条 法第十条第一項の許可を受けようとする者は、別記様式第二の特定開発行為許可

申請書を都道府県知事に提出しなければならない。

２ 法第十一条第一項第三号及び第四号の工事の計画は、計画説明書及び計画図により定

めなければならない。

３ 前項の計画説明書は、対策工事等の計画の方針、急傾斜地の崩壊等のおそれのある土

地の現況並びに開発区域（開発区域を工区に分けたときは、開発区域及び工区。以下同

じ。）内の土地の現況及び土地利用計画を記載したものでなければならない。

４ 第二項の計画図は、次の表の定めるところにより作成したものでなければならない。

図面の種類 明示すべき事項 縮尺

現況地形図 地形、土砂災害特別警戒区域及び開発区域の境 二千五百分の一

界、対策工事等を施行する位置並びに当該対策 以上

工事等の種類

土地利用計画図 開発区域の境界並びに特定予定建築物の用途及 千分の一以上

び敷地の形状

造成計画平面図 開発区域の境界、切土又は盛土をする土地の部 千分の一以上

分及び当該開発区域における対策施設を設置す

る位置

造成計画断面図 切土又は盛土をする前後の地盤面 千分の一以上

対策工事等平面 対策工事等を施行する位置及び当該対策工事等 千分の一以上

図 の種類

対策工事等断面 対策工事等を施行する前後の地盤面の状況及び 千分の一以上

図 対策工事等の種類

対策施設構造図 対策施設（令第七条第三号から第五号までに規 二百分の一以上

定する施設及び同条第六号に規定する擁壁をい

う。以下この条において同じ。）の種類及び構造

５ 第一項の場合において、対策施設を設置しようとする者は、令第七条第三号から第六

号までに規定する技術的基準に適合することを説明する構造計算書を提出しなければな



- 4 -

らない。

（特定開発行為の許可申請書の記載事項）

第九条 法第十一条第一項第五号の国土交通省令で定める事項は、対策工事等の着手予定

年月日及び対策工事等の完了予定年月日とする。

（特定開発行為の許可の申請書の添付図書）

第十条 法第十一条第二項の国土交通省令で定める図書は開発区域位置図及び開発区域区

域図とする。

２ 前項の開発区域位置図は、縮尺五万分の一以上とし、開発区域の位置を表示した地形

図でなければならない。

３ 第一項の開発区域区域図は、縮尺二千五百分の一以上とし、開発区域の区域並びにそ

の区域を明らかに表示するに必要な範囲内において市町村界、大字、字及び小字の境界、

土砂災害特別警戒区域界並びに土地の地番及び形状を表示したものでなければならな

い。

（既着手の場合の届出の方法）

第十一条 法第十四条第一項の規定による届出は、別記様式第三に掲げる届出書を提出し

てしなければならない。

（軽微な変更）

第十二条 法第十七条第一項ただし書の国土交通省令で定める軽微な変更は、対策工事等

の着手予定年月日及び対策工事等の完了予定年月日の変更とする。

（変更の許可の申請書の記載事項）

第十三条 法第十七条第二項の国土交通省令で定める事項は、次に掲げるものとする。

一 変更に係る事項

二 変更の理由

三 特定開発行為の許可の許可番号

（対策工事等の完了の届出）

第十四条 法第十八条第一項の規定による届出は、別記様式第四の工事完了届出書を提出

して行うものとする。

（検査済証の様式）

第十五条 法第十八条第二項に規定する検査済証の様式は、別記様式第五とする。

（対策工事等の完了公告）

第十六条 法第十八条第三項に規定する対策工事等の完了の公告は、開発区域又は工区に

含まれる地域の名称並びに特定開発行為の許可を受けた者の住所及び氏名を明示して、

都道府県の公報に掲載して行うものとする。
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（特定開発行為に関する対策工事等の廃止の届出）

第十七条 法第二十条に規定する特定開発行為に関する対策工事等の廃止の届出は、別記

様式第六による特定開発行為に関する対策工事等の廃止の届出書を提出して行うものと

する。

（都道府県知事の命令に関する公示の方法）

第十八条 法第二十一条第三項の国土交通省令で定める方法は、都道府県の公報への掲載

とする。

（権限の委任）

第十九条 法に規定する国土交通大臣の権限のうち、次に掲げるものは、地方整備局長及

び北海道開発局長に委任する。ただし、国土交通大臣が自ら行うことを妨げない。

一 法第四条第三項の規定により必要な報告を求めること。

二 法第二十九条の規定による緊急調査を実施すること。

三 法第三十条の規定により立ち入り、又は一時使用すること。

四 法第三十一条の規定により通知し、及び必要な措置をとること。

五 法第三十二条の規定により必要な助言をすること。

附 則 抄

（施行期日）

第一条 この省令は、法の施行の日（平成十三年四月一日）から施行する。

附 則 （平成一七年六月一日国土交通省令第六二号） 抄

（施行期日）

第一条 この省令は、水防法及び土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律の一部を改正する法律の施行の日（平成十七年七月一日）から施行する。

（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行規則の一部改

正に伴う経過措置）

第二条 第二条の規定の施行の際現にある同条の規定による改正前の土砂災害警戒区域等

における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行規則別記様式第二から別記様式第六

までの様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附 則 （平成二七年一月一六日国土交通省令第二号）

（施行期日）

第一条 この省令は、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

の一部を改正する法律の施行の日（平成二十七年一月十八日）から施行する。

（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行規則の一部改

正に伴う経過措置）

第二条 第一条の規定の施行の際現にある同条の規定による改正前の土砂災害警戒区域等

における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行規則別記様式第二から別記様式第六
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までの様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附 則 （平成二九年六月一四日国土交通省令第三六号）

この省令は、水防法等の一部を改正する法律の施行の日（平成二十九年六月十九日）か

ら施行する。

別記様式第一（第二条関係） （略）

別記様式第二（第八条関係） （略）

別記様式第三（第十一条関係） （略）

別記様式第四（第十四条関係） （略）

別記様式第五（第十五条関係） （略）

別記様式第六（第十七条関係） （略）


